
三沢市移動等円滑化促進協議会設置要綱 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和元年５月２０日） 

（令和７年４月２１日改正） 

（設置） 

第１条　高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律第９１

号。以下「法」という。）に基づき、高齢者、障害者等の移動上及び施設の利用上の利便

性及び安全性の向上の促進を図るため、法第２４条の２に規定する移動等円滑化促進方

針を策定又は実施に係る連絡調整を行うため、法第２４条の４に規定する「三沢市移動

等円滑化促進協議会」（以下「協議会」という。）を設置する。 

（委員の所掌事務） 

第２条　協議会委員は、次に掲げる事項を行う。 

⑴　移動等円滑化促進方針の策定及び変更に関する事項等に関し、専門的又は総合的な

立場から意見を述べること。 

⑵　移動等円滑化促進方針の実施（実施の状況についての調査、分析及び評価）に係る

連絡調整に関する事項に関し、専門的又は総合的な立場から意見を述べること。 

⑶　前２号に掲げるもののほか、目的を達成するために必要な事項。 

（組織） 

第３条　協議会は、委員３０名以内をもって組織する。 

２　協議会の委員は、次に掲げる者のうちから、市長が依頼する。 

⑴　大学・研究機関の学識経験者 

⑵　利用者等団体を代表する者 

⑶　交通事業者を代表する者 

⑷　商業施設・町内会を代表する者 

⑸　関係する施設設置管理者を代表する者 

⑹　関係行政機関及び市の職員 

⑺　前各号に掲げるもののほか、目的を達成するために市長が必要と認めた者 

（任期） 

第４条　委員の任期は、原則として１年とし、再任を妨げない。ただし、役職により協議

会の委員となった者の任期は、その職にある期間とする。 

２　補欠による委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（役員） 

第５条　協議会に次に掲げる役員を置く。 

⑴　会長　１人 

⑵　副会長　１人 

２　会長は委員の互選によってこれを定め、副会長は委員のうちから会長が指名する。 

３　会長に事故がある場合には、副会長がその職務を代理する。 

（協議会の運営等） 

第６条　協議会の会議（以下「会議」という。）は、市長が招集し、会長が議長となる。 

２　会議は、委員の半数以上が出席しなければこれを開くことができない。 



３　委員は、自ら会議に出席することができないときは、代理の者を出席させることがで

きる。この場合において、あらかじめ会長に代理の者の氏名等を報告することにより、

その代理の者の出席をもって当該委員の出席とみなす。 

４　会長は、必要があると認められるときは、委員以外の者に資料を提出させ、又は会議

への出席を依頼し、助言を求めることができる。 

（会議結果の取扱い） 

第７条　市長は会議において整った事項について、その結果を尊重し、意見の反映に努め

るものとする。 

（事務局） 

第８条　協議会の庶務を処理するため、三沢市政策部政策調整課に事務局を置く。 

２　事務局に事務局長及び事務局員を置き、市長が定めたものをもって充てる。 

３　事務局に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

（その他） 

第９条　この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は、市長が別に

定める。 

 

附　則 

　この要綱は、令和元年５月２０日から施行する。 

附　則 

　この要綱は、令和７年４月２２日から施行する。 

 

 

 

 

 

 


